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「経営に関する研究及び教育を行う」ことを目的に１９６１年に設立された専修
大学経営研究所は，創設後４７年目を迎え，半世紀という歴史が目前となって
きた。この約半世紀弱，経営研究所は，高度成長による企業社会の巨大かつ複
雑な進展を背景に経営学研究がより幅広くかつ複雑化の様相を呈したことに対
応して膨大な研究成果を生み出し，質量ともに着実に進展してきた。さらに近
年のビジネスが IT化およびグローバル化に象徴される世界的なトレンドを背
景にスピード感のある経営を強いるようになってきたことで，研究内容もより
精緻化され，より興味あるものとなってきている。
こうしたトレンドによる環境激変に対応して経営研究所の活動も従来の研究
の枠を越えて，産学連携，国際交流，地域社会との連携など幅広い活動内容に
変わりつつある。しかし経営研究所の成長は，こうしたトレンドと並行するこ
とに安住してはならず，所員たちのよりアクティブな活動でさらなる飛躍をめ
ざす必要が責務であることは言うまでもない。その点で，今年度の『専修経営
研究年報』は，一部に先取りした研究が見られ，その証左であると自負してい
る。
本年報第３２集の執筆者は，植竹朋文所員および新井範子所員共著の「BBS
上情報と現実の動きとの関連性」，出牛正芳参与の「サービスに関する一試
論」，櫻井通晴参与の「日本の医療機関における経営企画部のあり方の研究」，
儀我壮一郎参与の「日本の「医療構造改革」と多国籍製薬企業」，須藤修司学
外研究員の「企業結合会計と減損会計，税効果会計を巡る問題点」，坂口幸雄
所員の「中国実態調査報告」，さらに佐藤康一郎所員の＜研究ノート＞として
「日本の外食産業の中国進出」の７編である。特に坂口幸雄所員の「中国実態
調査報告」は，経営研究所が例年実施している企業実態調査として，２００７年９
月に行われた中国鎮江市の経済開発区の企業および江蘇大学の実態調査報告で
ある。
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さて，私は加藤茂夫前経営研究所所長の後任として，昨年３月に選任され
た。図らずも研究所長に選ばれたからには，前所長の強い意志を受け継ぎ，経
営研究所の重要課題である「より一層の研究活動の充実」および「研究成果発
表の充実」，さらに「卒業生との連携による企業実態研究」，「地域との連携」
「研究所の国際化」に取り組んでゆく所存である。
なかでも，２００６年度から３年計画でスタートさせた専修大学出身，特に企
業の第一線で活躍している企業人の実態と大学へのインボルブメントに関して
コラボレーションの可能性を探る特別プロジェクト（委員長斉藤憲所員）は，
最終段階に入り，その成果が期待されるところである。
このように新たなテーマに取り組み，プレゼンスを高めることこそがターニ
ングポイントを迎えた専修大学経営研究所に課された次なる挑戦課題であり，
所員一丸になって取り組んで行きたいと考える。
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